
・令和４年12月21日付けで内閣府令等を改正し、女性活躍推進法に基づく
情報公表及び状況把握・分析の必須項目として「職員の給与の男女の差異」を追加
（令和５年４月１日施行）

・特定事業主は、
⑴女性の職業選択に資するよう、
(ⅰ)職業生活に関する機会の提供に関する実績のうち「職員の給与の男女の差異」の項目（【図１】⑴⑦）、
(ⅱ)職業生活に関する機会の提供に関する実績のうち(ⅰ)以外の６項目（【図１】⑴①～⑥）から１項目以上、
(ⅲ)職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績の
７項目（【図１】⑵①～⑦）から１項目以上

を公表
⑵特定事業主行動計画の策定・変更に当たって、
(ⅰ)職業生活に関する機会の提供に関する状況のうち５つの必須項目（【図２】⑴①～⑤）、
(ⅱ)職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する状況のうち
４つの必須項目（【図２】⑵①～④）

を把握・分析するとともに、
(ⅲ)必要に応じて、(ⅰ)及び(ⅱ)の項目以外の項目（【図２】⑴⑥～⑮及び⑵⑤～⑧）の状況
を把握・分析

特定事業主における女性活躍推進法に基づく職員の給与の男女の差異の公表について

１．改正の概要
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特定事業主における女性活躍推進法に基づく職員の給与の男女の差異の公表について

【図１】情報公表に係る改正事項 【図２】状況把握・課題の分析に係る改正事項
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特定事業主における女性活躍推進法に基づく職員の給与の男女の差異の公表について

・男性職員の給与の平均に対する女性職員の給与の平均を割合（％）で示す。

・「任期の定めのない常勤職員」、「 任期の定めのない常勤職員以外の職員」及びこれらを総計した全職員
の区分で公表
また、 「任期の定めのない常勤職員」については、役職段階別及び勤続年数別による
職員の給与の男女の差異を公表
各特定事業主の実情に応じて、更に詳細な区分により公表することも可能

・新たな年度が開始した後、当該年度の前年度の職員の給与の男女の差異の実績について、
おおむね３か月以内に公表することとしており、初回の公表については、
令和４年度の職員の給与の男女の差異の実績について、令和５年6月末までにHP等で公表することとなる。

・詳細は「地方公共団体における職員の給与の男女の差異の算出及び公表の方法について（通知）」
（令和４年府共第810号・総行女第31号）を参照

２．職員の給与の男女の差異の算出及び公表の方法（主な事項）
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